
扶養義務、住宅などの
処分は要件ではない

法や国の見解を
正確に市民に伝えよ

丁寧な記載を検討
…市長答弁

　横浜市では、生活保護の相談
者に説明するときのしおりに、
生活保護制度を利用するにあ
たっては「親、子、兄弟姉妹など
から、援助を受けられるときは、
まずその援助を受けて」、「離婚な
どにより、ひとり親になった方は、
養育費などを受けられるように、
努力して」という表記があります。
　また、住宅などについては「あ
なたの世帯にある資産、土地、
家屋、自動車などで、保有が認
められないものは、売却などの
処分をして、生活費にあててい
ただきます」となっています。

　扶養義務等について、2014 年
3月3日に開催された、厚労省社
会・援護局主管課長会議の資料
には、「生活保護制度では、扶養
義務者からの扶養は、受給する
要件、前提とはされていない」
と明記されています。
　住宅・車など資産の処分につい
ては、厚生労働省は処分するより
保有している方が、生活維持、自
立の助長に、効果がある場合は保
有が認められるとしています。

　党市議団は、市民が、しおり
の表記を生活保護を受ける際の
「要件」と受けとめ、申請をあき
らめることになれば、申請権の
侵害にあたると指摘し、法や国
の見解を正確に市民に知らせる
べきだと主張。その上で、扶養
義務は「要件ではない」ことを
明記し、自宅等を処分しなけれ
ば、生活保護の申請が、できな
いかのような誤解を受ける表記
は改めるよう市長に求めました。

　林市長は、しおりの表記によっ
て申請者が誤解を受けた可能性
を認め、新年度に向けて改善を
約束しました。

生活保護の申請抑制表現を改めよ

市長 “改善”を約束！！

市が発行している生活保護制度の説明しおり

無料法律相談 市政、法律、交通事故、年金、
金融、土地、住宅、その他

■と　き：毎週水曜日　午後1時30分～3時
■ところ：横浜市庁舎内日本共産党議員控室
■連絡先：045（671）3032

（弁護士が対応します）
要予約

相談は同一案件
につき3回まで
（1回20分程度）

ヒバクシャ国際署名に
市長はサインを 

　党市議団は、北朝鮮の核実験と弾道ミサ
イル発射について、市民が脅威を感じてい
るときだからこそ、核の使用を国際法上禁
じる、核兵器禁止条約推進の立場に立つべ
きだと主張。ヒバクシャ国際署名は969自治
体首長が署名、神奈川県では、県知事と市
町村長 33人中29人が署名（12/19現在）。な
ぜ林市長は賛同しないのか迫りました。
　市長は「動向を見守っていきたい」と答
弁するにとどまりました。

県内市町村長の
署名状況

法定外繰入の継続と他都市
なみの繰入額で下げられます
　国民健康保険事業が、2018 年度から、都
道府県化されます。10 月、神奈川県は保険
料算定のもとになる仮の標準保険料率を発
表しました。

　党市議団は、2018年度も保険料軽減のた

　横浜市の1人当たりの繰入額は、川崎市や
相模原市と比べて1 万円も少ない現状から、
両市なみの繰り入れを行えば、保険料が下
げられると主張しました。

　林市長は、「他都市の状況なども参考に
しながら市民の皆様に過重な負担とならな
いように配慮しながら検討していく」と答
弁しました。

　現在、年収400万円の40歳代以上の両親
と中学生１人、小学生1 人の世帯では、年
間保険料は37万 1,590円です。県が10月に
示した料率では、来年度の保険料は42万
1,370円となり、約 5万円もの負担増です。
　しかし、横浜市が一般会計からの法定外
繰入を、今年度並みに、100億円行えば、
年間保険料は、37万9,390円となり、値上
げ分は、7,800円に抑制されます。

このままでは５万円も負担増

法定外繰入の継続で負担は抑制できる

他都市なみの繰入額で
保険料引き下げを

過重な負担にならない
よう検討…市長答弁

高すぎる国保料は

めの、法定外繰入（市の判断で一般会計か
ら財源を入れる）を行うことを表明するよ
う要求。
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就学援助の中学入学準備費
が入学前支給へ

2017 年第 4回定例会の報告
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（港南区）

岩崎ひろし
（戸塚区）

あらき由美子
（南区、団長）

古谷やすひこ
（鶴見区、副団長）

大貫憲夫
（青葉区）

白井まさ子
（港北区、副団長）

　39件の市長提出議案と、議員提案の国への意見書２件、すべ
て賛成多数で可決しました。29万筆にも及ぶ学童保育の充実・
発展を求める請願など、市民要望を反映した多くの請願は、自民、
民進、公明などよって、不採択となりました。
　日本共産党横浜市議団は、22件の議案に賛成し、市民のくらし
最優先の立場で、就学援助の入学準備費の入学前支給、生活保護
説明チラシに於る保護申請抑制表現の是正、高すぎる国保料の値
下げなど、林文子市長に迫りました。

横浜市会第４回定例会が
2017年12月5日～19日に開かれました 学童保育の充実・発展について

保育・子育て支援施策の拡充等について
市予算による少人数学級の拡大等について
横浜市立中学校における給食の実施について
横浜市立小学校給食調理業務の直営存続等について
子供たちの放課後の居場所の充実について
横浜市における教育予算の充実について
市会議員の疑惑解明のための調査特別委員会の設置について
市会議員の疑惑解明等について

市会交渉会派の態度
共産 自民 民進 公明 採決結果請　　願
請願内容に賛成　　反対

７月から入学前の３月支給へ

　経済的な理由で就学援助を
受けている家庭に支給する中
学生の入学準備費は、本年か
ら入学前の３月に支給される
ことになりました。小学校は
来年からです。これまでは入
学後の７月支給でした。
　入学前の支給実施は、国会で
は、日本共産党の畑野君枝衆院
議員が文科省に迫り、横浜市政
では昨年２月の本会議であらき
由美子党市議団長が「入学して

から支給していたのでは入学準
備金といえない」と前倒し支給
を要求していたものです。
　入学準備費の対象は、中学
に入学するにあたって必要と
なる学用品及び通学用品の、
かばん、上ばき、通学用服、
くつ、雨具などです。支給額
は 47,400 円です。

　今回の中学入学前支給は、
経済的な困難を抱えるご家庭の

切実な要望が一歩前進したも
のといえます。しかし、各家
庭の入学準備が始まる時期は
３月よりもっと早く、実際の
入学準備費は、支給額の倍の
金額がかかります。大和市は
12月、海老名市では１月に支
給しています。支給時期と支
給額の改善が必要です。

　また、就学援助の申請書を校

長を経ないで教育委員会に提
出することができるとしまし
た。しかし、それは教育委員
会が必要と認める場合という
条件つきです。個人情報を学
校に知られたくない保護者に
とっては、提出先が学校とい
う現行制度は問題です。多く
の自治体にならって横浜市で
も、条件なしで直接教育委員
会への提出ができるように改
善が必要です。

ついに市長が提案、
市民要望が一歩前進

支給時期と支給額の改善を 申請は教育委員会へ
直接できるように


